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【公益目的事業の位置づけ】 

各事業の公益目的事業について、各事業項目の最後に下記の略称を付す。 

◇ 相談支援事業＝（相）  

◇ 産学官交流事業＝（交）  

◇ 新産業創出・経営革新支援事業＝（創） 

◇ 共同研究等推進事業＝（共）  

◇ マーケティング支援事業＝（マ）  

◇ 人材育成事業＝（人） 

◇ 広報等事業＝（広）  

◇ 企業再生・事業承継支援事業＝（承） 
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事業の方向性（令和７年度） 
 

公益財団法人長野県産業振興機構では、主に県及び国の施策に基づく支援事業等を実施して

きており、令和６年３月に策定した事業運営理念に基づき、長野県内企業の持続的発展を支え、

産業創出を推進し、「常に信頼される産業支援機関であり続ける」ことを目指しながら企業価値

向上につながる最適な産業支援サービスの提供を使命に各種支援事業を展開しています。 

合併当初の令和４年度と比較して事業予算は３割程度（約４億円）増加し、年間相談件数は

２万件程度となっています。その中から医療機器開発の伴走支援により市場に投入する製品が

生まれる、コーディネーター等の技術開発支援により、製品化を行い、販路を拡大するなどの

成果が出てきています。 

県内の景況をみると、全体的には持ち直しの傾向との報告がありますが、依然として、エネ

ルギーや原材料価格の上昇による影響が続いており、また、世界に目を向けると、米国の貿易

政策、金融資本市場の変動など予断を許さない状況です。 

このような状況の中、国では、地域の中堅・中小企業等の発展を支えるとともに、賃上げや

働き方改革による良質な雇用を実現できる地域の企業等を育成し、更なる成長軌道に乗せるた

めに各種支援を行い、地域経済の基盤強化を図っています。 

また、長野県では、令和７年度当初予算において、「しあわせ信州創造プラン 3.0」に基づき、

多様な人材の労働参加を促進するとともに付加価値労働生産性の向上を支援し、新時代に適応

した創造的で強靱な産業への発展を目指すとしています。 

当機構では、こうした現状や国・県の方針を踏まえ、デジタル化に向けてどこから手を付け

たらいいか分からないなど、デジタル導入が滞っている県内に事業所を持つ中小企業等への一

貫支援体制を整備し、各種業界団体等と連携した導入促進、ＧＸ（グリーントランスフォーメ

ーション）、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）における技術開発や製品化への支援、

中小企業における継続的な経営や販路開拓等への支援などに取り組んでいます。 

 

引き続き、県との連携の強化や国の事業を積極的に活用するとともに、県内企業の成長につ

ながる研究や設備投資に関する補助金等の導入支援、省力化に関する支援などを実施します。 

令和７年度は、以下の主要事業を中心に、地域の企業に寄り添った支援を行ってまいります。 

 

 

（主要事業） 

■企画連携事業 

 イノベーション創出プロジェクト、自動車産業におけるサプライヤーの事業転換の推進 

 

■新産業創出支援事業 

 健康・医療産業分野、航空宇宙産業分野、食品産業分野への支援 

 ゼロカーボン関連技術の事業化支援、競争的資金を活用した共同研究支援 

 ＩＴ産業振興に向けた支援（産業ＤＸ推進事業、デジタル化一貫支援体制整備事業） 
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■経営支援事業 

 よろず支援拠点事業の展開、創業支援（地域課題解決型創業等支援事業）、経営革新等支援 

（専門家派遣事業）、中小企業販路開拓助成事業、生産財や消費財の販路開拓支援 

 企業再生支援、事業承継・引継ぎ支援 

 

■地域センター事業 

 長野センター：NICE長野コラボネット、経営戦略フレームワーク基礎セミナー 

 上田センター：幹部技術者交流フォーラム 2.0、地域ＤＸ研究会 

 松本センター：中信自動化推進支援事業、大学・高専・企業との産学官連携交流事業 

 諏訪センター：新製品開発・製品サービス研究会、品質工学研究会 

 伊那センター：リサイクルシステム研究会、製造力強化活動支援事業 
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第１ 企画連携事業 

機構本部間及び地域センターとの情報共有の強化とセクション横断的な事業の実施により、

県内企業が取り組むプロジェクトの企画・研究開発段階から事業化、販路開拓に至るまでの様々

なステージに応じた支援を実施する。 

また、県内各地域の産業支援機関との連携強化により、一貫支援機能の深化を図るとともに、

産業支援機関職員の資質向上及び支援制度や取組成果等の積極的かつ効果的な情報発信を推進

し、支援事業の活用を促進する。 

１ イノベーション創出プロジェクトの推進 

［予算額 3,235万 6千円（県補助・全国協会助成事業）］ 

県内企業による新たな取組を発掘し、支援機関の連携のもとプロジェクトマネージャーを

中心に、企画・研究開発から事業化、販路開拓に至るまでの各段階において伴走支援を実施

することで、信州発のイノベーション創出を図る。 

(1) プロジェクトの芽出し（創）（共） 

   県内企業が大学等と連携して取り組む研究会等の中から将来的に新技術や新サービスを

具現化し、イノベーションを創出する可能性のある先進的な取組についてコーディネート

活動を通じて発掘する。また、発掘した取組のうち、新たなプロジェクトへの発展が期待

される取組については、財政的支援やコーディネーターによる伴走支援を行う。 

  ア 新産業支援本部連携事業（詳細は、「第２新産業創出支援事業」において記載） 

(ｱ) 航空機産業支援強化事業（NAGANO航空宇宙産業クラスターネット） 

クラスターネットを通じた研修会・セミナー、補助制度等の情報発信 

(ｲ) 磁気エレクトロニクス研究会 

モータ、センサ等の広範な情報提供を通じ新たな磁気エレクトロニクス機器の開発

を推進 

(ｳ) 次世代パワーエレクトロニクス研究会 

信州大学を中心とした新素材のパワーエレクトロニクス分野の研究開発を推進 

    (ｴ) 食品関連連携支援事業 

アップサイクルや発酵技術などのフードテックを活用した新たな食品開発の取組を

推進 

イ コーディネート活動支援事業 

  コーディネート活動を通じて発掘した大型プロジェクトへの発展が期待される取組に

対して、必要な事前調査、試作、実証等を実施する。 

  ・委託費 上限 100万円 

(2）プロジェクトの推進（創） 

（1）で発掘した先進的な取組のうち、伴走的かつ継続的に支援を行うことで事業化する

可能性のある取組についてはプロジェクト認定を行い、プロジェクトの計画策定から社会

実装までを一貫して支援する。支援にあたっては、プロジェクトを加速化させるため経費

の一部を補助するほか、長野県工業技術総合センター、（独）日本貿易振興機構長野貿易情
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報センター、（一社）長野県発明協会などの産業支援機関が参画するプロジェクトチームを

編成し、プロジェクトマネージャーを中心としたハンズオン支援を行う。 

２ 県内産業支援機関との連携に基づく支援体制の構築  ［予算額 181万 3千円（県補助事業）］ 

各支援機関の支援範囲を越える課題や高度で複雑な支援課題の解決には、支援機関同士が

連携して取り組む必要があるため、支援機関同士のネットワークを強化し、ワンストップサ

ービス機能の向上を目指して、支援に当たる職員の支援スキルの向上に取り組む。 

(1) ながの産業支援ネット会議の開催（相）（交） 

「ながの産業支援ネット」の事務局として会議を開催・運営しながら、県内の商工団体、

金融機関等が持つ支援施策情報を共有し、コーディネーター同士の連携強化に取り組み、

県内企業へのサポート体制を強化する。 

(2) 産業支援機関の支援スキルの向上（相） 

   機構職員の支援スキル向上を図るため、中小企業大学校等で実施される研修に参加する

ほか、関東ブロック中小企業支援機関連絡協議会等を通じて、県外の産業支援施策や支援

の成果事例についての情報収集を行う。また、機構内においてもコーディネーターや推進

員等の職員間の交流を活性化させることを目的とした研修会を開催する。 

３ 国際的産学官連携の推進                ［予算額 80万円（県補助事業）］ 

    新技術による製品開発や市場を海外に求める県内企業を支援するため、国際的な産学官連

携の取組を推進するとともに、国境を越えて活躍できる企業人材を育成することで、グロー

バル化した市場における県内企業の国際競争力を強化する。 

(1) 国際的な技術交流の推進（共） 

設計・加工技術に関する共同研究開発において、学術機関や企業同士の友好関係を築い

てきた Pool-net（金型、切削加工関連企業や大学等で構成するポルトガルの産業支援機関）

や Foodvalley（官民連携で設立されたオランダの食品関連の技術開発支援機関）等との連

携・交流を継続する。 

(2) グローバル展開実践カレッジ（人） 

英語によるビジネスミーティングや国際展示会への出展などを想定した実践的な交渉、

E-mail 等のライティング、販売促進のための英語による効果的なコミュニケーションを習

得する講座を開講し、県内企業がグローバルなビジネス展開を推進する上で必要となる英

語による発信力を強化する。 

４ 産業界の課題解決に向けた取組の促進 

［予算額 895万 9千円（県補助・その他委託事業）］ 

様々な産業分野における技術や市場動向等の情報を提供するとともに、デジタル人材の確

保を支援することにより、県内産業界における先進的な取組を促進する。 

(1) 地域センターとの共同企画セミナーの開催（交） 

地域企業のニーズや最新技術、市場動向、社会課題などをテーマに取り上げ、企画連携
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部と各地域センターが共同で企画・運営する「NICEイノベーションセミナー」を開催する。 

(2) デジタル人材の確保支援（相） 

    地域企業のデジタル活用及びデジタル人材活用を促進するため、長野県プロフェッショ

ナル人材戦略拠点のデジタル担当マネージャーを配置し、デジタル人材に関するニーズの

掘り起こしと、確保に向けた支援を行う。 

５  自動車産業におけるサプライヤーの事業転換推進 

［予算額 1,751万 9千円（国委託事業）］ 

自動車業界におけるＥＶシフトやＣＡＳＥと呼ばれる世界的な技術潮流に県内産業が対応

していくため、県内自動車関連部品サプライヤーの事業転換や新たに参入しようとする県内

製造業を支援し、県内における自動車産業の構造転換を各部と連携し推進する。 

(1) 相談窓口の設置・運営（相） 

次世代自動車産業支援に関する相談窓口として、プロジェクトマネージャー等を配置し、

県内の自動車関連部品製造事業者からの事業転換の相談や新たに参入を目指す中堅・中小

企業への相談に対応する。 

(2) セミナー・実地研修等の実施（創） 

既に自動車関連部品に参入した県内の製造事業者への支援及び新たに次世代自動車産業

へ参入しようとする県内企業の機運を醸成する。また、他の支援拠点や各部と連携し県内

製造業の技術開発や販路拡大等を支援する。 

ア 次世代モビリティ関連技術講座の開催 

イ ＥＶ分解展示実地研修会の開催 

ウ 他の支援拠点と連携した商談会等の開催 

(3) 専門家派遣の実施（創） 

事業者の課題の中で専門性の高い内容については、各分野の専門家を派遣し、経営課題

の解決を図る。専門家派遣後は、プロジェクトマネージャー等がフォローアップを行う。 

６ 企業に役立つ支援情報の発信           ［予算額 108万 2千円（県補助事業）］ 

支援施策やセミナー情報、企業情報など、県内企業の活動に役立つ情報をタイムリーかつ

広く収集し、情報提供する。 

(1) 支援制度説明会等の開催（共） 

       国や県の提案公募型支援制度の公募開始時期に合わせ説明会を開催し、機構の支援制度

のほか、制度の担当者による個別相談会等や機構コーディネーターによる申請書のブラッ

シュアップを実施し、支援制度の活用促進を図る。 

ア 長野県産業振興機構支援制度（補助金）説明会 

     イ Go-Tech制度説明会・個別相談会 

     ウ 研究開発等支援制度説明会・成果報告会 

 



 

- 6 - 

 

(2) 積極的な広報活動の推進（広） 

     多くの県内企業に支援事業の活用を促すためには、機構としての認知度の向上が不可欠

であることから、ホームページやメールマガジン、デジタル広報誌等を活用し、支援施策

やセミナー、展示会等のイベント情報など、県内企業の活動に役立つ情報をタイムリーに

発信するとともに、外部広報媒体の利活用など、積極的な広報を企画・実施する。 

 

第２ 新産業創出支援事業 

「長野県産業振興プラン」及び同プランに関連する産業振興ビジョンに基づき、社会及び経

済の変化を捉えた新産業創出を重点課題とし、企業が成長期待分野（健康・医療、環境・エネ

ルギー、次世代交通、ＩＴ、食品など）へ事業展開を図るため、様々な支援制度の活用、研究

会の実施及び提案公募制度を活用した研究究開発プロジェクトの組成等を支援し、産学官連携

による産業イノベーション創出活動を促進する。 

 

Ⅰ 次世代産業への支援 

１ 健康・医療産業分野への支援           ［予算額 5,478万円（県補助事業）］ 

長野県医療機器産業振興ビジョンに基づき、機構及び信州大学内に設置した「信州医療機

器事業化開発センター」により、新たな医療機器の開発・事業化と、医療機器開発人材の育

成を推進する。 

(1) 医工連携プロジェクトマネージャー等による伴走支援事業（創） 

県内企業の医療機器産業への参入促進と事業拡大を促進するため医工連携プロジェクト

マネージャー等が医療機器開発の企画から販路拡大までを伴走的に支援する。 

ア 医療現場等のニーズを探索し県内企業へつなげることによる医工連携の推進 

イ 医療機器等の開発可能性を探る実証による新たなプロジェクトの創出 

ウ 長野県医工連携ポータルサイトを活用したオンライン展示・商談会の開催 

エ 国内外の展示会における開発製品等の事業展開支援 

(2) アドバイザーによる相談支援事業（創） 

県内企業が抱える医療機器等の事業化における課題に対し、品質マネジメントシステム

や医学などの専門的知識・ノウハウを持つアドバイザーを派遣し助言することにより、円

滑な事業展開を支援する。特に、薬機法の規制適合や保険適用に係る課題に対しては、独

立行政法人医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）審査官ОＢ等の専門家を配置した信州大

学内の相談窓口により支援する。 

 (3) 新 医療機器開発における産業動向調査事業（創） 

市場のグローバル化や DXの進展等の市場環境の変化に対応した医療機器産業振興につい

て、産業動向の変化に対応するため、長野県及び信州大学と連携し、具体的なアプローチ

方法を検討する。 

(4) 医療機器等開発補助事業（共） 
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県内企業が医療機器等（医療機器、福祉用具及びヘルスケア製品等）の実用化を目的と

した試作開発及び販路開拓に取り組む案件について、経費の一部を補助する。 

・ 補助率  1/2以内 

・ 上限額  500万円／件（４件程度） 

(5) 医療機器開発人材育成プログラム運営事業（人） 

医療機器産業へ参入するにあたり必要となる医学的知識や法規制等の知識を習得するた

めの「信州大学医療機器産業人材育成プログラム」の開設を信州大学へ委託し、講座の拡

充を図り、県内企業の医療機器の研究開発人材の育成を支援する。 

  (6) 医療機器技術マッチング支援事業（創） 

国内外の医療機器メーカー等との技術開発マッチングを通じて、県内製造業の事業化を

支援する。 

(7) 国内外医療機器メーカーへの技術ＰＲ事業（マ） 

医療機器等分野の国際的な展示商談会「Arab Health（ドバイ）」「Japan Health（大阪）」

に出展し、グローバル医療機器メーカー等に対し、県内企業の特徴ある技術をＰＲし、部

材供給やОＥМなどの販路開拓を支援する。 

２ 航空宇宙産業分野への支援             ［予算額 1,669万 4千円（県補助事業）］ 

   民間航空機の需要拡大及び新興国市場における根強い航路需要の牽引が期待される中、県

内企業の新たな技術分野への挑戦等を支援することにより、県内企業の事業拡大を促進する。 

(1) 航空機産業支援機能強化事業（創） 

 「長野県航空機産業振興ビジョン」及び「長野県における航空機産業振興の当面の対応

方針」に基づき、推進体制となる NAGANO航空宇宙産業クラスターネットの共同事務局とし

て、航空機システム産業振興拠点（S-BIRD）を核とした航空機システム産業の集積を図る。 

ア 専任コーディネーターの配置 

イ 航空機関連産業ニーズ・シーズマッチング 

ウ NAGANO航空宇宙産業クラスターネットのホームページやメルマガの運営管理 

(2) 航空機部品品質保証力等強化事業（人） 

航空機産業人材を育成するため、県内外で開催される講習会へ県内事業所の従業員が参

加する費用や、航空機産業に関する工場内の体制整備に関するコンサル指導のために専門

人材を県内企業へ招へいする費用に対して補助する。 

・ 補助率：1/2 以内 

・ 上限額：人材育成 10万円／件（３件）、体制整備 50万円／件（１件） 

(3) 航空機システム等研究開発支援事業（共） 

航空機システム産業における新たなニーズ等に対応していくため、県内企業や県内大学

等が行うニーズの解決・事業化に必要な新技術の特定や新技術の具現化に向けた研究開発

に対し補助する。 
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  ・ 補助率 1/2以内 

  ・  上限額 200万円／件 （３件程度） 

(4) 航空機関連展示会出展支援事業（マ） 

県内企業と国内外の航空機関連企業とのビジネスマッチングを促進するため、国際的航

空宇宙展「エアロマート名古屋」への出展を支援する。 

３ 食品産業分野への支援                 ［予算額 549万 9千円（県委託事業）］ 

「長野県食品製造業振興ビジョン 2.0」に基づき、健康志向や安全性基準に適合したサス

テナブルな「食」に対する需要に対応するため、工業技術総合センター食品技術部門や大学

等と連携して、新たな食品開発に係るフードテックの取組を推進する。 

(1) 信州フードテック転換支援事業（創） 

県内企業が取り組む新たな食品開発について、アップサイクルや発酵技術などのフード

テックに関するセミナー等を通じた支援をする。 

ア フードテックプロジェクトマネージャーの配置 

イ 研究会の参加企業を対象にしたフードテックに関するセミナー 

ウ 県内企業の食品開発に係る伴走支援 

  研究会 概 要 

信州発酵フードテック研究会 高崎健康福祉大学と連携し、県内企業が有する発酵技術の
活用、発展を図り、高付加価値の商品開発を目指す。 

信州食品産業資源有効活用研

究会 

松本大学と連携し、食品関連産業における低・未利用資源
等を活用し、アップサイクルなど高付加価値化を図り、資
源循環型産業の発展を目指す。 

 

Ⅱ グリーンイノベーションの推進 

１ ゼロカーボン関連技術の事業化支援 

［予算額 7,343万 3千円（県補助･再掲事業･負担事業）］ 

「長野県ゼロカーボン戦略」の実現に向け設置したグリーンイノベーションセンターとし

て県内製造業による新たなゼロカーボン関連技術の開発や導入を支援し、産業イノベーショ

ンの創出を促進する。 

(1) ゼロカーボン技術事業化促進事業（創） 

ゼロカーボン技術に係る新たな研究開発プロジェクトを創出するため、県内企業・大学

等で構成する研究会を設置・運営する。 

研究会 事業内容 

信州酸化ガリウム 

デバイス化研究会 

信州大学等で開発された酸化ガリウム単結晶の結晶育成技術を

用いたパワー半導体デバイス化に向け、加工技術開発及び半導体

製造技術開発を実施する。 

サーキュラーエコノミー

イノベーション研究会 

信州大学繊維学部と連携し、県産木材や食品残渣等を活用した循

環型複合材料の社会実装や仕組みを探求する産学官連携プロジ

ェクト創出を目指す。 
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研究会 事業内容 

工業用燃料電池 

システム研究会 

山梨大学水素・燃料電池ナノ材料研究センターとの連携協定に基

づき、工業用燃料電池システムの技術的課題の調査研究を行い、

研究開発プロジェクト創出を目指す。 

小規模水力発電研究会 

信州大学工学部飯尾研究室と連携し、地産地消エネルギーとして

優位性を持つ小規模水力発電の普及を促進するため、産学官連携

のもと様々な技術的・社会的な課題解決を目指す。 

(2) ゼロカーボン技術事業化支援事業（創） 

県内企業が取り組むゼロカーボン関連製品・技術開発について、製品化までのプロセス

を加速化するための開発等の経費を補助する。 

・ 補助率：1/2 以内 上限額：1,000万円／件 

 ※特に CO2排出量の削減が認められる場合 2/3以内 2,000万円／件 

(3) カーボン排出量可視化・削減支援事業（創） 

長野県工業技術総合センター環境・情報技術部門と連携し、ＬＣＡ（製品等のライフサ

イクルの環境負荷を数値化する手法）の観点から県内企業のカーボン排出量を算定・可視

化を支援するとともに、カーボン排出量の削減のための伴走支援を実施する。 

(4) エレクトロニクス技術の高度化（創）（再掲） 

社会経済の変革に対してエレクトロニクス技術の重要性が増しており、将来の省エネ、

省電力等の環境負荷低減に貢献するため、新たな技術革新や新材料技術等の高度化を促進

し、県内企業の持続的発展と新ビジネスの創成を目指す。 

研究会 事業内容 

磁気エレクトロニクス 

研究会（再掲） 

新たな技術改革が必要とされる磁気デバイスに係る技術の開

発を促進し、技術の応用、拡大を図ると同時に、県内産業の強

化を図る。 

次世代パワーエレクト

ロニクス研究会（再掲） 

半導体・実装技術の推進、次世代パワーエレクトロニクスの事

業化促進等により、次世代半導体製造技術・実装技術の開発を

促進し、県内企業の新ビジネス創成を目指す。 

 

２ 競争的資金を活用した共同研究支援    ［予算額 1億 6,570万 9千円（国補助事業）］ 

経済産業省の成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech 事業）等の競争的資金を獲得

し、採択された研究開発プロジェクトに対し、事業管理機関として、県内中小企業が大学、

公設試等と連携して行う研究開発を支援する 

(1) 新規の研究開発プロジェクトの組成（共） 

県内企業の研究開発を支援するため、県内外の大学、公設試による研究開発のコンソ

ーシアムの組成を行い、国等の提案公募事業へ応募し、新規研究開発プロジェクトを実

施する。 

(2) 継続中の研究開発プロジェクトの推進（共） 

前年から継続している研究開発プロジェクトについて、事業管理機関として研究開
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発プロジェクトを推進する。 

（3）終了した研究開発プロジェクトのフォローアップ（共） 

終了した研究開発プロジェクトについて、フォローアップ調査を行い、事業化に向

けて支援する。 

 

Ⅲ 信州ＩＴバレー構想の推進 

１ ＩＴ産業振興に向けた支援        ［予算額 1億 995万円（県補助・委託事業）］ 

  信州ＩＴバレー推進協議会の構成機関と連携し「信州ＩＴバレー構想」の目指すＩＴ人材・

ＩＴ産業の集積に向けた支援を行う。また、県内中小企業におけるＤＸの推進やＡＩ・Ｉｏ

Ｔ等デジタル技術の活用を促進する。 

(1) 推進協議会運営事業（交） 

 ＩＴバレー推進部にコーディネーター等を配置し、信州ＩＴバレー推進協議会の事務局

として、産学官による新たなＩＴシステムの開発や県内企業におけるＩＴ人材の育成を支

援する。 

ア 県内ＩＴ企業やＩＴ人材に関する内容等をデジタルソリューションマッチングサイト

「NIX（NAGANO INFOTECH CROSSING）」で公開 

イ 信州の地理的メリットや支援施策、県下でのＩＴビジネスの成果等をＷＥＢサイトや

ＳＮＳなどを活用して国内外へ情報を発信 

ウ 県内外の支援機関等が集う場の形成を支援し、新たなＩＴシステム開発を促進 

エ 産学官民の連携により、ものづくり技術を有するＤＸ人材を育成する、信州 P-Techコ

ンソーシアムへの参画・運営 

(2) コンソーシアム活用型ＩＴビジネス創出支援事業（共） 

 地域課題の解決や地域資源の活用等を見据えた新たなＩＴシステム開発を支援すること

により、県内ＩＴ企業のビジネスを創出し、産学官による共創の場（エコシステム）の形

成を支援する。 

ア 産学官協働プロジェクト生成支援 

 ＶＲや宇宙産業などの分野において革新的なＩＴビジネスを創出・誘発するＩＴシス

テムや、地域医療や災害対応などの地域課題解決に向けた新たなＩＴシステムを開発す

る産学官によるプロジェクトを支援する。 

イ 「プロジェクト共創ネットワーク」活動支援 

 県内ＩＴ企業を主体に構成された「信州ＩＴバレー構想 プロジェクト共創ネットワ

ーク」の活動を支援する。 

ウ ＩＴ中小企業等へのシステム開発支援 

 県内ＩＴ中小企業等が行う、産学官連携コンソーシアムによるＩＴシステム開発を補

助金により支援する。 

・補助率 1/2以内 

・上限額 400万円／件（10件程度） 
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(3) 産業ＤＸ推進事業（交） 

 ＩＴバレー推進部に産業ＤＸコーディネーターを配置し、ＤＸの推進やデジタル技術の

活用に関する県内事業者等からの相談に対応するとともに、セミナーや研修会などを通し

て人材育成を支援する。 

ア 産業ＤＸコーディネーターによる相談対応 

 県内事業者等からのＤＸの推進やＡＩ・ＩｏＴ等デジタル技術の活用による経営効率

化、経営革新などに関する相談に対応する。 

イ セミナー・研修会等の開催 

 県内事業者等やＩＴ企業、産業支援機関など、地域産業のＤＸ等の推進にあたってさ

まざまな役割を果たす人たちを対象としたセミナーや研修会などを開催する。 

ウ 講師派遣等による人材育成支援 

 県内自治体や支援機関等がセミナー等を開催する際、要望に応じて産業ＤＸコーディ

ネーターを講師として派遣する他、登壇する専門家を紹介するなどの支援を行う。 

エ マッチング支援 

 ＤＸの推進やデジタル技術の活用を進めたい県内事業者等とＩＴ企業とのマッチング

に関する支援を行う。 

(4) デジタル化一貫支援体制整備事業（創） 

  県内事業者等における省力化等に寄与するデジタル化を支援するための専門人材を配置

の上、商工団体や県内ＩＴ企業等とともにデジタル化を支援する一貫体制を整備し、デジ

タル技術活用を強力に促進することで、県内事業者の労働生産性等向上や競争上の優位性

の確立を図る。 

ア 長野県デジタル化一貫支援サイトの運営・保守管理 

 国、県・市町村及び各種業界団体が行うセミナー等、デジタル化に関する支援情報を

集約しＷＥＢ上のプラットフォームの運用を行う。 

イ 専門人材による相談対応 

 県内事業者等からのデジタルソリューションに関する相談について、産業ＤＸコーデ

ィネーターと連携し、相談対応を行う。 

   ウ デジタルソリューション情報等の情報収集・整理 

省力化や生産性の向上が期待できるデジタルソリューションの情報収集を行い、定期

的に長野県デジタル化一貫支援サイトに掲載し、県内事業者等のデジタルソリューショ

ン導入を促進する。 

   エ デジタル化を普及・啓発するセミナーの実施 

 各種業界団体等を協力し、長野県デジタル化一貫支援サイトの利活用促進、デジタル

ソリューション情報の周知、ＤＸ認定の取得等を目的としたセミナーを開催する。 

 

第３ 経営支援事業 

  県内中小企業が、経営環境の急激な変化等に柔軟に対応して継続的な経営ができるよう、経

営上の様々な課題への相談対応、受発注取引、販路開拓等の支援を行うとともに、企業再生支
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援、事業承継、事業引継ぎの支援を行う。 

 

I  相談支援 

１ よろず支援拠点事業の展開（相）       [予算額 1億 1,298万 9千円（国委託事業）]        

   中小企業・小規模事業者が抱える経営課題に対し、ワンストップで対応する「よろず支援

拠点」を設置し、次の活動を行う。 

ア 売上拡大や経営改善等の経営課題に対する専門性の高い経営アドバイス 

イ 支援機関の紹介、連携コーディネートなどの課題解決のための総合調整 

ウ 経営者との対話と傾聴を通じ、経営課題への気付きを与え、企業の行動変容・自己変革   

  を促す課題設定型の伴走支援 

エ よろず支援拠点事業の実施により蓄積されたノウハウの他の支援機関への共有 

オ 事業環境変化に対応するための支援など、政策的な重点分野への対応 

カ ＷＥＢ、ＳＮＳ、プレスリリース等による本事業の広報 

キ 「価格転嫁サポート窓口」等の特別相談窓口の設置 

２ 事業計画策定支援（相） 

   認定経営革新等支援機関として、「新事業進出補助金」、「ものづくり・商業・サービス生産

性向上促進補助金」等の申請に向けた事業計画の策定を伴走支援する。 

 

Ⅱ 創業・経営革新等支援 

１ 創業支援                                    [予算額 6,308万 4千円（県補助事業）] 

(1) 専門家派遣事業（創業者向け）（創） 

  創業を目指す者及び創業１年目の事業者に対して、経営課題解決を図るため、当機構に

登録している専門家を派遣し、適切な診断・助言を行う。 

   ・ 対 象 者  創業予定者及び創業１年目の事業者 

・ 負 担 金  無料 

   ・ 派遣時間  １企業当たり年間 9単位 18時間まで利用可能 

(2) 地域課題解決型創業等支援事業（創） 

    地域の課題をビジネスの手法で解決するソーシャル・イノベーションによる創業を促進

するため、創業、事業承継及び第二創業を目指す以下の者に対して、事業に係る経費を助

成する。 

    また、伴走支援員２名を配置し、支援対象者の掘り起こしやフォローアップ体制を強化

する。 

    ・ 補助率  1/2以内 

    ・ 上限額  200万円／件 

２ 経営革新等支援       [予算額 1,811万 2千円（国・県補助事業・基金助成事業）] 

  (1) 専門家派遣事業（創） 
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  中小企業者等が抱える経営改善、人材育成、ＡＩ・ＩｏＴ活用等、様々な課題を解決す

るため、当機構に登録している専門家を派遣し、適切な診断・助言を行う。   

ア 一般向け 

     ・ 対 象 者  経営課題の解決に取組む中小企業者等 

     ・ 負 担 金  １単位 2時間 16,500円（税込）の 1/2 

     ・ 派遣時間  １企業当たり年間 12単位 24時間まで利用可能 

イ 新小規模事業者向け 

     ・ 対 象 者  経営課題の解決に取組む小規模事業者 

     ・ 負 担 金  １単位 2時間 16,500円（税込）の 1/4 

     ・ 派遣時間  １企業当たり年間 9単位 18時間まで利用可能 

ウ 拡ＤＸ・省力化向け 

     ・ 対 象 者  デジタル技術の活用や機器等の導入で省力化等を図る中小企業者等 

     ・ 負 担 金  １単位 2時間 16,500円（税込）の 1/4 

     ・ 派遣時間  １企業当たり年間 12単位 24時間まで利用可能 

  (2) 中小企業等海外出願支援事業（創） 

    優れた技術等を有する県内中小企業者等の経営基盤の強化、国際競争力の向上及び海外

市場への新たな参入や事業展開を促進するため、中小企業の外国への特許、実用新案、意

匠や商標登録出願等に要する費用の一部を助成する。 

      ・  助成率 1/2以内 

      ・  限度額 特許 150万円 

実用新案・意匠・商標登録 60万円 

冒認対策商標 30万円 

(3) 農商工連携支援基金助成金フォローアップ事業（創） 

    県農商工連携支援基金助成金（平成 21年度～令和元年度）の活用事業者に対して、事業

の進捗管理を行う。 

 

Ⅲ マーケティング支援 

１ 総合支援                [予算額 5,406万 8千円（県補助・負担事業）] 

(1) 中小企業販路開拓助成事業（マ） 

ア 中小企業・小規模事業者の展示会等への出展を支援 

県内ものづくり企業の技術や製品をＰＲするため、国内・海外・オンラインで開催さ

れる製造業関連の展示会に共同出展する団体又は単独で出展する中小企業・小規模事業

者に対し、出展等に要する費用の一部を助成する。 

・ 助成率 

国内展示会 出展料の 1/3以内（小規模事業者向け 2/3以内） 

海外展示会 出展料及び出展料以外の対象経費総額の 1/2 以内（小規模事業者向

け 2/3以内） 
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オンライン展示会 出展料の 1/3以内（小規模事業者向け 2/3 以内） 

・ 助成限度額    

国内展示会       20万円 

海外展示会       75万円 

オンライン展示会 20万円 

イ 中小企業者の海外展示会等への出展を支援 

    円安局面における県内中小企業者の海外マーケットにおける新市場開拓や販路拡大を

支援するため、令和７年４月１日から 12 月 31 日までにオンラインを含めた海外展示会

等に出展する中小企業者に対し、出展等に要する費用の一部を助成する。  

・  助成率     海外展示会 出展料及びその他対象経費総額の 2/3以内 

オンライン展示会 出展料及びその他対象経費の総額の 2/3以内 

・ 助成限度額 海外展示会    100万円 

オンライン展示会 100万円 

(2) 取引適正化相談事業（マ） 

下請取引の適正化を推進するため、全国協会と連携し、「下請かけこみ寺事業」の長野県

における相談窓口として、全国協会が直接雇用する専門相談員２名を配置し、取引上のト

ラブル等の相談に対応する。 

また、中小企業に不当に不利益を与える行為の未然防止のため、親企業による「買いた

たき」や「下請代金の減額」等に関する相談会を各地で開催するとともに、顧問弁護士を

委嘱し、取引上のトラブル等に関する法律問題の相談に対応する。 

(3) 海外展開現地支援事業（マ） 

上海市の「上海事務所」に駐在員１名を配置して、中国等海外市場情報を収集するとと

もに、海外展示会等出展企業への現地支援及び出展後のフォローアップを行う。 

２ 生産財販路開拓支援                         [予算額 9,988万 9千円（県補助事業）] 

(1) 受発注取引支援事業（マ）  

ア 受発注取引のあっ旋 

県内で生産財（工業製品）を加工・製造している企業の受注確保、新規取引先の開拓と

収益力の向上を図るため、県内（上田、諏訪、伊那、松本）に、「受発注取引推進員」４

名を配置し、受発注取引に関する相談・あっ旋を行う。 

イ 発注の開拓 

県外（東京、名古屋、大阪）に「発注開拓推進員」３名を配置し、企業訪問等による発

注開拓を行い、県内の受注企業と三大都市圏の発注企業との取引を支援する。 

また、受発注取引推進員は、県内の中堅・大手企業訪問等による発注開拓を行い、他の

推進員と連携してあっ旋を行う。 

ウ ＣＲＭ（顧客管理システム）の活用 

ＣＲＭを導入し、支援状況の見える化及び推進員の企業訪問履歴のデータベース化等に   
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より、受発注取引支援の円滑な運営を図る。 

エ 調査・情報提供 

 県内受注企業の経営動向を把握するため「経営動向調査」を実施する。また、受発注

取引を促進するため、毎月 1回「受発注ニュース」による情報発信を行う。 

(2) ものづくり国内販路開拓支援事業（マ）（人） 

ア セミナーの開催（マ）（人） 

顧客（取引先）の様々な課題に対し、自社の技術や製品の強みを明確に伝えるための提

案力、交渉力、プレゼンテーション能力を向上させるシリーズ形式の「提案営業セミナー」

を開催する。また、経営者等を対象に、経営環境が激変する中で、成長力・収益力の強化

を図るための「経営戦略セミナー」を開催する。  

イ 商談会の開催（マ） 

国内における新規受注の確保や取引先の開拓を支援するため、県内中小企業等を募り、

県内外メーカー等に対し、訪問又はオンラインで自社の新技術や新工法等を直接、設計・

開発・購買担当者に提案する「技術提案商談会」を開催する。 

展示会形式では、CASE等をテーマに大手自動車部品メーカー等へ技術提案を行う。 

また、東海４県（愛知県・岐阜県・静岡県・三重県）と連携して中京圏等の発注企業を

開拓し、県内受注企業とのマッチングを行う「マッチングフェア inなごや」を開催する。 

商談会等の開催にあたっては、専門家による講演及び商談力向上に向けた研修等を実施

し、効果的なマッチングの機会を図る。 

ウ 展示会の開催及び出展支援（マ） 

県内製造業の特徴である精密加工技術をＰＲし、新たな市場への販路開拓拡大を図る 

ため、集客力のある展示会を活用して「長野ものづくり技術展」を開催する。 

令和７年度は、難削材や難形状の高精度加工技術等を、自動車・航空・宇宙・医療・

半導体分野等の発注企業に対しＰＲするため、幅広い分野の首都圏の大手・中堅企業を対

象とした工業製品の総合展示会（横浜）への出展を支援する。  

また、成長が見込まれる医療機器分野への参入を促進するため、成長市場分野の展示

会（東京）への出展を支援し、出展後のフォローアップを行う。 

    長野ものづくり技術展 

展 示 会 名 会場 

テクニカルショウヨコハマ パシフィコ横浜（神奈川県） 

    成長市場分野展示会 

展 示 会 名 会場 

メドテックジャパン 東京ビッグサイト（東京都） 

(3) 生産財海外販路開拓支援事業（マ）  

ア 県内ものづくり企業の海外への販路開拓や海外企業との技術連携等を促進するため、

「グローバル展開推進員」２名及び「グローバル展開コーディネーター」１名を本部に配

置し、ＡＳＥＡＮ諸国で開催される展示会への出展支援や現地日系企業等への技術提案商



 

- 16 - 

 

談会を実施する。 

なお、対面式の展示会については、市場性及び県内企業のニーズ等を勘案し、下記の展

示会の出展を支援する。 

    海外展示会 

展 示 会 名 開催地 

Metalex Thailand タイ（バンコク） 

エアロマート名古屋２０２５※（日本国内で開催） ポートメッセ名古屋（愛知県） 

Arab Health※ アラブ首長国連邦（ドバイ） 

※ 新産業創出支援本部との共同事業 

イ 海外展開の促進と展示会や商談会での提案力向上のため、セミナーを開催するととも

に、出展後のフォローアップを実施する。 

(4) ものづくり製品オンライン発信事業（マ）  

今後さらに普及・定着が見込まれるオンラインによる事業活動を促し、県内ものづくり

企業の販路開拓を支援するため、製品・技術等の情報発信から発注企業とのマッチングま

での一連の支援をオンラインシステム（テクノリーチ ナガノ）により行う。 

令和７年度は、引き続きサイト内で、県内製造業の製品・技術を国内外に情報発信する

とともに、商談会や展示会等の開催により、商談等のマッチング支援を行う。 

３ 消費財販路開拓支援                       [予算額 5,294万 7千円（県補助事業）] 

(1) マーケティングコーディネート事業 （マ）（人） 

消費財分野の総括的な指導・提言を行う特別顧問のコーディネートによるマーケティン

グセミナーを開催する。 

(2) 消費財マーケティング力強化事業（マ） 

ア 県内で消費財（食品）を製造している事業者（以下「食品製造事業者」という。）の

商品開発や販路開拓を支援するため、県内（県庁、飯田、松本）に、「県産品コーディネ

ーター」３名を配置し、商品化の支援、展示会や商談会の出展支援、展示会等出展後のフ

ォローアップ、バイヤーへの紹介等を行う。 

イ 販路開拓に関し課題を抱える食品製造事業者の中から重点支援事業者を選定し、専門

家が個別相談により課題の洗い出しを行い、県産品コーディネーターが課題に応じて商品

開発から販路開拓まで一貫して支援を行い営業力の強化を図る。 

(3) 消費財国内販路開拓支援事業 （マ） 

ア 食品製造事業者の販路開拓を支援するため、長野県営業局と連携し「県産品商談会」

（県内）及び「おいしい信州ふーど発掘商談会（東京、オンライン）」を開催する。 

イ 専門展示会や大手流通事業者が主催する商談会への出展支援を行う。 

専門展示会 

展 示 会 名 会場 

スーパーマーケット・トレードショー 幕張メッセ（千葉県） 
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(4) 消費財海外販路開拓支援事業（マ） 

食品製造事業者のアジア等有望市場への販路開拓を支援するため、長野県営業局と連携

して、次の取組を行う。 

ア 食のグローバル展開推進員の配置 

食の輸出・海外販路開拓支援を効果的に進めるため、県庁と東京（銀座ＮＡＧＡＮＯ）

に「食のグローバル展開推進員」２名を配置しサポート体制を整備するとともに、展示会

や商談会の出展支援、展示会等出展後のフォローアップを行う。 

イ 海外バイヤー招聘商談会の開催                                        

食品の海外バイヤーを対象としたオンライン等による商談会を開催するとともにバイ

ヤーを長野県に招聘して商談会を開催する。 

ウ  長野フェアによる販売試行支援 

海外のスーパーマーケットが開催する長野フェアにおいて商品の取り扱いを希望する

県内企業を公募し、バイヤーとの商談や店頭での販売促進等の支援を行う。 

フェアの名称 開催地 

マルカイハワイ 長野フェア アメリカ（ホノルル） 

ドン・キホーテ USA（ハワイ）長野フェア アメリカ（ホノルル） 

マルカイコーポレーション 長野フェア アメリカ（ロサンゼルス） 

宇和島屋 長野フェア アメリカ（ポートランド） 

裕毛屋 長野フェア 台湾（台中） 

※セントラル貿易ＵＳＡ 長野フェア（予定） アメリカ（ニューヨーク周辺） 

  ※令和７年度に新規に支援を行う長野フェア 

エ 海外展示会への出展支援 

県産品をさらに海外に普及させ、輸出拡大につなげるため、有望市場である台湾で開

催される食品の展示会へ長野県ブースを設置し、県内中小企業の出展を支援する。 

展示会名 開催地 

FOOD TAIPEI 台湾（台北） 

 

Ⅳ 企業再生支援 

１ 企業再生支援          ［予算額 4億 545万 3千円（国・中小機構委託事業）］ 

経営環境の悪化しつつある中小企業に対し、事業内容、地域性を踏まえたうえで金融機関、

外部専門家、その他の支援機関等と連携して、中小企業の事業再生をきめ細かに支援するこ

とにより、地域経済において大きな役割を果す中小企業の活力ある再生を図り、雇用の維持

を実現する。 

(1) 中小企業活性化協議会事業（承） 

中小企業からの相談内容に応じて、中小企業活性化協議会事業の支援メニューである収

益力改善支援、経営改善計画策定支援、再生支援、再チャレンジ支援を活用し最適な支援

策を実施する。 

ア 中小企業活性化協議会事業を遂行するにあたり、具体的な業務実施方針・方法、その
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他必要な事項についての全体会議を開催する。 

イ 中小企業者から収益力改善、経営改善、事業再生及び再チャレンジに向けた取り組み

の相談を受け、適切な助言、支援施策・支援機関の紹介を行う。 

ウ 収益力改善計画の策定を支援することが適当であると判断した場合、中小企業者が主

要債権者等の協力のもと収益力改善計画案を作成することを支援する。また、必要に応

じて外部専門家を活用しつつ、主要債権者との連携を図りながら企業実態の調査結果に

基づく具体的で実現可能な経営改善計画、再生計画の策定支援を行う。 

エ 収益力改善計画の策定時及びスタートアップ創出促進保証制度等では、中小事業者の

ガバナンスチェックと必要な助言を行う。 

オ 収益力改善や事業再生等が極めて困難であると判断した場合には、相談企業にその旨

を伝え、必要に応じ、再チャレンジ支援を提案する等、可能な対応を行う。 

カ 計画の遂行状況を把握するためのモニタリングを行う（フォローアップ）。 

キ 広報・普及活動 

(ｱ) 中小企業の経営改善、事業再生を支援するための手法や考慮事項等に関する広報・普

及に努める。 

(ｲ) 経営悪化時の早期対応の必要性等に関する広報活動を地元金融機関及び各商工会議

所、各商工会、各士業等の支援機関に対して行う。 

(ｳ) 「信州中小企業支援ネットワーク会議」等を通じてメンバーである地元金融機関との

連携、信頼関係の醸成に努める。 

(ｴ) 合同研修会の開催を通じて士業団体と実務上の課題等について情報共有化を図り、

連携を強化する。 

(ｵ) 個別事案を通じて認識された問題点、要改善点を積極的に中小企業活性化全国本部

に提案・報告する。 

 

Ⅴ 事業承継・引継ぎ支援 

１ 事業承継・引継ぎ支援         ［予算額 1億 4,908万 6千円（国委託事業）］ 

中小企業等の円滑な事業承継・引継ぎ支援のため、「長野県事業承継・引継ぎ支援センター」

を設置し、事業承継普及広報活動や相談ニーズへの対応、事業承継計画の策定支援、譲渡・

譲受希望者のマッチングや専門家による助言等、事業承継に向けた各種支援を行う。また、

年々増加する相談への対応のため増加させた活動拠点と人員を効果的に活用し、支援活動の

充実を図る。 

(1) 事業承継に係る普及広報活動およびニーズ掘起しの実施支援（承） 

地域の金融機関や商工団体等で構成された支援ネットワークを通じて事業承継診断を行

い、事業承継に対する「気づきの機会」の提供と「引継ぎに向けた行動」を促す。事業承

継に関する問題認識を醸成するための各種広報・普及活動を行う。 

ア 「長野県事業承継ネットワーク」事務局としての運営 

   イ 「長野県事業承継ネットワーク」構成機関による事業承継診断の実施支援 

ウ 事業承継に係る普及広報活動、セミナー、研修等の実施 



 

- 19 - 

 

（2）事業承継相談と個別支援（承） 

親族・従業員承継相談に対して、専門家派遣や事業承継にあたっての助言など各種支援

を行う。第三者承継の実現に向けた相談から成約に至るまでのマッチング支援を行う。創

業希望者と後継者不在の会社や個人事業主を引き合わせ、創業希望者が当該事業を引継ぐ

ために必要となる支援を行う。 

ア 事業承継全般に係る各種相談に対する課題の整理と今後の取組みへの助言 

イ 親族・従業員承継にあたっての事業承継計画策定支援 

ウ 親族・従業員承継相談先への専門家派遣、専門家同席相談による課題解決 

エ 第三者承継(譲渡・譲受希望者)ニーズに対する候補企業の紹介と各種助言 

オ 第三者承継での民間 M&A支援会社の紹介 

新 カ 弁護士人材による法的な観点からの前さばき、助言、関係機関への橋渡し 

キ 民間機関を活用して M&Aを実行する際のセカンドオピニオンとしての助言 

ク 後継者人材バンク制度による創業希望者への事業引継ぎ支援 

 

第４ 地域センター事業 

地域企業の相談窓口として、本部及び地域内における連携を強化するとともに、地域の特徴

や企業ニーズに即した課題解決に向けた諸事業を展開する。 

 

Ⅰ 長野センター 

 １ 地域企業ニーズに基づく事業の推進        ［予算額 137万 1千円（県補助事業）］ 

長野地域の企業ニーズを把握し、それに基づいた事業を展開する。地域企業における新分

野進出や新技術開発など地域産業の新たな展開を支援するため、根強いニーズがある若手技

術者を対象とした技術講座や研究会を継続して実施する。 

(1) NICE長野コラボネット（交）   

長野地域の企業における経営者、技術管理者、中堅技術者及び大学等関係者の交流会

を開催し、企業間の技術交流や産学官交流を促進する。また、交流会活動を通じて具体

的な研究開発プロジェクトを創設するなど、地域における共同技術開発を支援する。 

(2) 応用機械設計研修プログラム（人） 

研究開発やその成果の早期事業化には、製造現場における技術者の高い設計品質能力

が求められることから、長野高専と連携して講義と実習により実践的な設計技術の研修

（２講座）を開設し、技術者のスキルアップに資するとともに、将来に向けた研究開発

人材の基盤づくりを目指す。 

(3) ＩｏＴ入門基礎研修プログラム（人） 

地域企業の第一線で活躍する回路設計者のスキル向上を狙いとして、ＩｏＴを取り

入れた生産活動への入門のための技術研修として、ＩｏＴに活用するセンサ計測技術及

びアンテナの知識、Raspberry Piの実用実践を基礎から学ぶ講座を開催する。 

(4) 新技術探索研究会（創） 
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地域に密着し、ニッチな市場を想定した製品に向けた技術開発研究会を発足するため

に勉強会を開催し、具体的な製品や新しい技術開発の提案につなげる。 

(5) 新 経営戦略フレームワーク基礎セミナー（人） 

地域企業の次世代の経営者を対象に、事業戦略を立案するための手順や基礎的なフレ

ームワークを学ぶためのセミナーを開催する。 

２ 県地域振興局、管内市町村等の産業政策ニーズに基づく事業の推進 

［予算額 20万円（県補助事業）］ 

県・市町村等が取り組む産業政策に基づく事業を推進するため、県・市町村等と連携し、

事業を展開する。 

(1) 子供ものづくり科学教室（人） 

子供の科学する心を醸成し、ものづくりへの興味を深めるため、他の支援機関等（県、

市町村、信州大学、長野高専他）と連携して「子供ものづくり科学教室」を開催する。 

３ 顔が見える人的ネットワーク形成に資する事業の展開  

［予算額  12万 5千円（県補助事業）］ 

地域企業のネットワーク形成と産学官・企業間交流を促進するため、経営者、中堅技術者

及び大学等関係者の人的交流の場を提供する。 

(1) 善光寺バレーミニ学会（交） 

大学及び高専等と地域企業による共同研究の成果を発表する 「善バレミニ学会」 を長野

高専と共同で開催し、関係者の交流を促進するとともに、研究開発・産学官連携に対する地

域企業の意識を高める。  

(2) コーディネーター等連携推進事業（交） 

産業活性化に向けた地域の支援機関の連携を推進するため、地域の産業支援機関のコ

ーディネーター等の連絡情報共有会議を開催する。 

４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）       ［予算額 6万 4千円（県補助事業）］ 

 地域企業における新分野進出や新技術開発など地域産業の新たな展開を支援し、企業の持

つ課題の解決や産学官連携を推進するため、コーディネート活動等を実施する。 

  (1) 相談支援事業（相） 

    県内企業が抱える経営上の課題や研究開発に係る技術的課題等について、職員・コーデ

ィネーター等による相談支援を行う。また、デジタル人材に関するニーズの掘り起こしや

確保に向けた支援を行う。 

  (2) コーディネート活動事業（創） 

    地域の企業や大学等を訪問し、技術開発・商品化・市場開拓等に関する課題解決や産学

官研究開発グループの創出などに向け、きめ細やかなコーディネート活動を展開する。 

 



 

- 21 - 

 

Ⅱ 上田センター 

１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進       ［予算額 121万 7千円（県補助事業）］ 

東信地域の企業ニーズを踏まえた事業展開を進める。事業拡大や新たな挑戦に取り組む若

手経営者を支援する体制を強化する。また、多くの企業が関心を寄せる AI活用を実現するた

めの支援を充実させる。 

(1) ビジネスチャレンジフォーラム（交）  

若手経営者が集まり、それぞれが抱える経営課題の解決を目指して交流する場として「ビ

ジネスチャレンジフォーラム」を開催する。 

(2) ＡＩ活用研究会（創） 

地域企業でのＡＩ活用を促進するため、技術情報の提供や応用方法の研究を行うと共に、

人的交流の場を提供して、新たなＡＩシステム開発の可能性を育てる。 

(3) 研究シーズマッチングフォーラム（創） 

学術機関の研究シーズと企業ニーズを結びつけ、イノベーティブなビジネスを生み出す

ことを目的とする。そのために、研究シーズ発表会等を開催する。 

(4) 若手技術者養成講座（人） 

機械加工法や制御ＩｏＴに関する知識習得を図る講座を開催する。 

(5) 新 幹部技術者交流フォーラム 2.0（交） 

産学官共同研究開発に資する大学等の研究シーズを提供し、地域企業のネットワーク形

成と産学官・企業間交流を促進するため、人的交流の場を提供する。 

２ 県地域振興局、管内市町村等の産業政策ニーズに基づく事業の推進 

［予算額 65万 7千円（県補助事業）］ 

長野県ゼロカーボン戦略の普及を目指し、東信地域の先進的な企業活動を支援する。また、

観光資源の有効活用に向けたＤＸ化を推進するとともに、地域の技術者不足への対策として、

ロボコン大会を通じた若い世代の技術育成と地域企業との連携強化を積極的に支援する。 

(1) 新 地域ＤＸ研究会（創） 

長野東信地域を対象に、多様な業界が連携して観光業界のデジタルトランスフォーメー

ション（ＤＸ）を推進し、地域全体の産業振興を目指すための研究会を開催する。 

(2) NICE上田・ゼロカーボン研究会（交） 

地域企業の温室効果ガス排出削減方法についての情報交換、人的交流の場を提供する。 

(3) 子供科学技術教室（人） 

子供たちの科学離れが進む中で、将来の科学人材の育成に資するため、上田ロボコン、

望月・軽井沢ロボコン等の活動を支援する。 

(4) 地域産業活性化支援事業（広） 
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産業活性化に向けて、地域で実施される共同研究開発活動やものづくり催事等に対し、

効果的な事業推進が実施できるよう支援を行う。 

３ 顔が見える人的ネットワーク形成に資する事業の展開  ［予算額 1万円（県補助事業）］ 

企業支援のための情報を共有、また地域の支援機関の連携による限られた資源の有効利用

により、総合的な支援体制を構築する。 

(1) 支援機関連携強化事業（交） 

支援機関を訪問し直接情報共有することにより、支援のネットワークを広げ、効果的な

事業推進を支援する。 

４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）      ［予算額 4万 8千円（県補助事業）］ 

 地域企業における新分野進出や新技術開発など地域産業の新たな展開を支援し、企業の持

つ課題の解決や産学官連携を推進するため、コーディネート活動等を実施する。 

(1) 相談支援事業（相） 

    地域企業が抱える経営上の課題や研究開発に係る技術的課題等の相談に対応する。また、

デジタル人材に関するニーズの掘り起こしや確保に向けた支援を行う。 

  (2) コーディネート活動事業（創） 

   新分野進出や新技術開発などの新たな事業展開へのコーディネートを行う。 

 (3) マーケティング活動事業（マ） 

受発注取引に関する相談、あっ旋、各種商談会・展示会等への出展やマッチング等のサ

ポートを行う。 

(4) 共同研究等推進事業（共） 

  提案公募型研究開発プロジェクト導入支援や運営、フォローアップを行う。 

 

Ⅲ 松本センター 

１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進       ［予算額 42万 2千円（県補助事業）］ 

地域企業の経営者等が、個々に抱える資金・社員教育・改善の進め方などの経営課題を、

具体的に解決する方法を見出す場づくり、新製品・新商品の開発を進めたいというニーズを

持つ地域企業を大学との連携により支援していく。 

(1) アルプスビジネススクール事業（創） 

若手社長や次代を担う後継者、経営幹部の方を対象に、経営の経験・知見を持つファシ

リテーターのもと、リアルな会社状況の開示と現場見学に基づく自由闊達な議論を行い、

対象者それぞれが抱えている課題解決のきっかけを掴み、経営革新に繋げる。 

(2) 産学連携による新製品・新商品開発支援事業（創） 

地域企業が新製品・新商品開発で直面している課題を大学と連携して突破できるよう、

企業と大学とのコーディネートを行い、より良い成果に結びつける。（長野大学） 
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 ２ 県地域振興局、管内市町村等の産業政策ニーズに基づく事業の推進 

［予算額 86万円（県補助事業）］ 

松本地域振興局商工観光課、市町村、商工会・商工会議所、松本市の松本ものづくり産業

支援センター、塩尻市振興公社、安曇野市商工会など、それぞれの地域や支援機関等の課題

にあわせた事業を実施し、支援機関等と連携して地域内企業の支援を進める。 

(1) デザイン思考パワーアップ講座事業（人） 

ユーザー視点に立ち、ユーザー課題の解決やアイデアの探索、そして解決策を具現化す

るためのデザイン思考の手法を学ぶ。地域中小製造業が自社の技術を活かした事業の拡大、

「もの」から「こと」づくりへと結びつけて行く人材の育成を図る。 

(2) 中信自動化推進支援事業（創） 

地域内中小企業の自動化を推進すると共に、Sier企業の支援を行うため地域において先

進的に自動化が進んでいる企業の視察や自動化に関する講座を開催して、地域企業の更な

る自動化の推進を図る。（松本ものづくり産業支援センター、塩尻市振興公社、安曇野市

商工会と連携し実施） 

(3) 故障・不具合の未然防止技術の実務教育講座事業（人） 

企業における設計・開発力向上を目指すため、故障・不具合の未然防止技術について、

知識の習得や体験型の学習を通じて、実務的な技術者を育成する。 

(4) 地域企業人材挑戦力育成事業（人） 

地元大手企業の社内研修を地域の工業会等と連携して地域企業に展開する。これにより、

地域企業の人材育成とモノづくりの基礎力向上を図る。 

(5) ものづくりワークショップ事業（人） 

小学生等を対象に、ものづくりと科学技術に対する関心を高めるため、松本地域振興局

商工観光課と連携し、地域のものづくりワークショップを開催する。 

３ 顔が見える人的ネットワーク形成に資する事業の展開 

［予算額 62万 9千円（県補助事業）］ 

地域内の企業のニーズや各種支援制度等の情報を共有するネットワークを推進して支援事

業の強化に資するとともに、地域企業や大学・高専・研究機関等の皆様が成長できる機会と

して、産学官連携交流会を開催する。 

(1) 大学・高専・企業との産学官連携交流事業（交） 

県内の大学・高専等からの技術シーズの紹介と、県内の企業が産学官連携で成果を上げ

た実例を紹介し、これからの新製品・新事業や研究開発に繋げるべく、産学官連携交流会

を開催する。（本部と連携） 

(2) アルプス広域コーディネーター連携事業（交） 

地域産業支援機関・県内大学・高専・公設試等の関係者やコーディネーターで構成する

連絡会議を定期的に開催し、地域内の支援機関が持つ企業のニーズやそれぞれの支援機関
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で実施する各種支援制度等の情報を共有し、支援事業の強化や事業の共同実施へも繋げて

いく。 

(3) 新 アルプス企業人・私の回顧録事業（人） 

中信地域において、熱い想いで企業を育て、そして地域経済を引っ張ってきた経営者（ア

ルプス企業人）に創業の経緯や難局突破の経験・教訓を語っていただき、聴講者のビジネ

スマインド、挑戦マインド、創業マインドの醸成を図る。 

４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）     ［予算額 6万 5千円（県補助事業）］ 

地域企業における新分野進出や新技術開発など地域産業の新たな展開を支援し、企業の持

つ課題の解決や産学官連携を推進するため、コーディネート活動等を実施する。 

(1) 相談支援事業（相） 

    地域企業が抱える経営上の課題や研究開発に係る技術的課題等の相談に対応する。また、

デジタル人材に関するニーズの掘り起こしや確保に向けた支援を行う。 

  (2) コーディネート活動事業（創） 

   新分野進出や新技術開発などの新たな事業展開へのコーディネートを行う。 

 (3) マーケティング活動事業（マ） 

受発注取引に関する相談、あっ旋、各種商談会・展示会等への出展やマッチング等のサ

ポートを行う。 

(4) 共同研究等推進事業（共） 

      提案公募型研究開発プロジェクト導入支援や運営、フォローアップを行う。 

 

Ⅳ 諏訪センター 

1 地域企業ニーズに基づく事業の推進         ［予算額 160万 8千円（県補助事業）］ 

地域企業の経営基盤を強化するため、特に技術系人材の高度専門化と技術優位性の強化を

図る。新技術開発など新たな展開に取り組むことを支援するために専門性が高いレベルで産

学官交流、産々連携が促進される研究開発事業を行う。 

(1) ＤＴＦ研究開発事業（創） 

ＤＴＦ(Desk Top Factory)に関する最新情報を収集し、幅広いネットワークを構築する

ため、講演会、視察等を行う。また、スマートファクトリー分科会、医療分科会により、

具体的な研究開発を推進する。 

(2) 材料研究開発事業（創） 

材料技術の開発動向や機能利用展開に関する講演会を開催し、特に微細粒鋼やアモルフ

ァス合金にターゲットを絞り実用化研究を推進する。 

(3) 幾何公差実践研究会（人） 

国際的に通用する設計や図面の理解・習得をめざし、高付加価値で国際競争力のあるも
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のづくりに寄与できるリーダーを育成する。 

(4) 新商品開発・製品サービス研究会（人） 

顧客の感動する商品やサービスを効果的かつ効率的に企画・開発推進できる人材を育成

する。 

２ 県地域振興局､管内市町村等の産業政策ニーズに基づく事業の推進  

［予算額 76万 7千円（県補助事業）］ 

安心・安全に暮らせて活力のある地域社会を形成するために、自然環境から産業構成、文

化的特性などを相互連携させた特色ある活性化構想を県・市町村が策定しており、これに呼

応する事業を専門機関、支援機関と連携して展開する。 

(1) 諏訪圏工業メッセ 2025事業（交） 

海外ネットワークの構築と最新技術の動向を把握するため、諏訪圏工業メッセの会期に

合わせてＤＴＦ国際ワークショップを開催する。 

(2) 環境・エネルギー技術研究開発事業（創） 

諏訪地域の環境特性を活かした再生可能エネルギーを探索し、安全・安心な街づくりに

つながる技術開発を推進する。 

(3) 子ども電子工作・プログラミング教室（人） 

小学生高学年を対象とし、ものづくりに興味を持ってもらうため、電子工作・プログラ

ミング教室を開催する。 

３ 顔が見える人的ネットワーク形成に資する事業の展開 

  ［予算額 28万 3千円（県補助事業）］ 

産学官連携、企業間連携の基盤となる人と人との繋がりを形成するため、企業の技術者及

び支援機関の交流を促進する。 

(1) 品質工学研究会（人） 

ロスの少ない工程設定、技術開発、設計のできる人材の育成をめざし、地域企業におけ

る品質工学の考え方、各手法の普及・促進を図る。 

(2) 諏訪圏アドバイザー・コーディネーター連携事業（交） 

地域の産業支援機関に所属するアドバイザー・コーディネーター等の情報共有を図るた

め、連絡会議を開催する。 

４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）      ［予算額 14万 6千円（県補助事業）］ 

地域企業における新分野進出や新技術開発など地域産業の新たな展開を支援し、企業の持

つ課題の解決や産学官連携を推進するため、コーディネート活動等を実施する。 

(1) 相談支援事業（相） 

    地域企業が抱える経営上の課題や研究開発に係る技術的課題等の相談に対応する。また、

デジタル人材に関するニーズの掘り起こしや確保に向けた支援を行う。 
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  (2) コーディネート活動事業（創） 

   新分野進出や新技術開発などの新たな事業展開へのコーディネートを行う。 

 (3) マーケティング活動事業（マ） 

受発注取引に関する相談、あっ旋、各種商談会・展示会等への出展やマッチング等のサ

ポートを行う。 

(4) 共同研究等推進事業（共） 

     提案公募型研究開発プロジェクト導入支援や運営、フォローアップを行う。 

 

Ⅴ 伊那センター 

１ 地域企業ニーズに基づく事業の推進         ［予算額 102万 8千円（県補助事業）］ 

地域の企業ニーズを把握し、それに基づいた事業を展開する。特に企業が地域と連携して

脱炭素・循環型社会の形成に向けて取り組むことへの支援や、新製品・新技術の開発、もの

づくり企業の効率化と人材育成など、中小企業の競争力向上と経営基盤強化を支援する。 

(1) リサイクルシステム研究会（人） 

エネルギーの有効利用と再生可能エネルギーによる地産地消、リサイクルや脱プラスチ

ックなどの取り組みを通して、産業界から地域における脱炭素・循環型社会の構築を目指

す。産官が連携して立ち上げた上伊那ゼロカーボン・プラットフォーム（KZCP）の企画・

運営にも協力して取り組んでいく。 

(2) 次世代経営者異業種交流会（交） 

経営に役立つ講演会や企業見学等の開催を通じて、地域の中小企業の競争力を強化する。

また経営者による交流の機会を通じて、異業種や新分野による連携を促進することで、地

域産業の活性化や次世代産業の創出をめざす。 

(3) 伊那バレー・オープンイノベーション事業（創） 

地域企業の固有技術やノウハウの連携を促進し、地域産業の活性化を図る。参加企業が

抱える共通的な課題に対し共同で解決に取り組むことで、競争力を高める活動を行う。 

(4) 製造力強化活動支援事業（人） 

省人化、品質向上、コスト低減等に資する研修講座の開催や生産性向上に先進的に取り

組んでいる企業の視察等を実施する。 

２ 県地域振興局、管内市町村等の産業政策ニーズに基づく事業の推進   

［予算額 94万 7千円（県補助事業）］ 

県・市町村等が取り組む産業政策に基づく事業や、地域課題の解決のための事業を推進す

るため、県・市町村や大学、支援機関等と連携して事業を展開する。 

(1) 伊那谷アグリイノベーション事業（交） 

産学官で構成する伊那谷アグリイノベーション推進機構と連携し、信州大学農学部の技
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術シーズを活用した新産業・新製品の創出を支援することで、地域の農林畜産業や食品産

業の活性化をめざす。 

(2) 子ども科学工作教室（人） 

地域の子ども達に「科学技術」や「ものづくり」への関心を高めてもらい、将来の地域

産業を担う人材を育成するとともに、高校生と企業社員の交流機会創出による地域企業の

理解とキャリア意識の醸成を図る。 

(3) 地域産業活性化支援事業（人） 

地域の課題解決や人材育成に関わる活動へ参画し、産学官連携による地域の産業振興や

将来の地域人材の育成・獲得を支援する。 

３ 顔が見える人的ネットワーク形成に資する事業の展開 

［予算額 12万 2千円（県補助事業）］ 

産学官連携や企業連携の基盤となる人的ネットワークづくりのための交流を促進し、地域

の企業支援のための情報を共有・連携することで、より有効な支援体制を構築する。 

(1) 伊那谷バレーネットワーク構築事業（交） 

地域の産業支援機関や商工団体・行政が顔の見えるネットワークを構築し、企業支援に

必要な情報や課題を共有するとともに連携した支援を行う。 

４ 共通基盤事業（コーディネート活動等）        ［予算額 10万円（県補助事業）］ 

地域企業が抱える経営上の課題や研究開発に係る技術的課題等について、職員・コーディ

ネーター等による相談対応、新分野進出や新技術開発などの新たな事業展開へのコーディネ

ート、受発注取引に関する相談、あっ旋、各種商談会・展示会等への出展やマッチング等の

サポートを行い、地域企業が、経営環境の変化等に柔軟に対応し継続的な経営ができるよう

支援を行う。 

(1) 相談支援事業（相） 

    地域企業からの経営上のさまざまな相談に対して、職員・コーディネーター等が解決に

向けた対応を行う。また、デジタル人材に関するニーズの掘り起こしや確保に向けた支援

を行う。 

  (2) コーディネート活動事業（創） 

   地域企業における新分野進出や新技術開発などの新たな事業展開をコーディネート活動

により支援する。 

 (3) マーケティング活動事業（マ） 

受発注取引に関する相談、あっ旋、各種商談会・展示会等への出展支援やマッチング等

のサポートを行う。 

(4) 共同研究等推進事業（共） 

   提案公募型等研究開発プロジェクト等の導入支援を行う。 


